
教 職 員 常 勤 (33¶399¶903)
39¶023¶296 5¶643

(3¶816¶783)
3¶844¶445 367

非 常 勤 (`)
6¶485¶181 3¶913

(`)
52¶618 586

計 (33¶399¶903)
45¶508¶478 9¶556

(3¶816¶783)
3¶897¶064 953

合 計 常 勤 (33¶516¶438)
39¶139¶832 5¶650

(3¶821¶139)
3¶848¶801 368

非 常 勤 (`)
6¶492¶387 3¶916

(`)
52¶618 586

計 (33¶516¶438)
45¶632¶219 9¶566

(3¶821¶139)
3¶901¶420 954

Ĵ 開示すべきセグメント情報
（単位：千円）

区 分 教育研究部門等 全国共同利用型附置研究
所及び研究施設 大 学 病 院 小 計 法 人 共 通 合 計

業務費用
業務費 65¶888¶052 10¶568¶510 35¶233¶784 111¶690¶347 2¶887¶577 114¶577¶925

教育経費 4¶276¶365 175¶313 37¶038 4¶488¶717 150¶240 4¶638¶957

研究経費 15¶986¶690 3¶764¶800 596¶870 20¶348¶361 180¶927 20¶529¶288

診療経費 ` ` 20¶086¶803 20¶086¶803 ` 20¶086¶803

教育研究支援経費 1¶302¶565 1¶786¶815 ` 3¶089¶380 18¶747 3¶108¶128

受託研究費 8¶053¶104 2¶015¶713 494¶374 10¶563¶192 300 10¶563¶492

受託事業費 560¶487 81¶908 194¶811 837¶207 107¶738 944¶945

人件費 35¶708¶839 2¶743¶958 13¶823¶886 52¶276¶684 2¶429¶624 54¶706¶309

一般管理費 1¶360¶142 63¶892 310¶507 1¶734¶542 1¶802¶275 3¶536¶818

財務費用 30¶548 179¶051 1¶052¶618 1¶262¶219 41¶723 1¶303¶942

雑損 18¶303 107 62 18¶473 64 18¶537

小 計 67¶297¶048 10¶811¶562 36¶596¶972 114¶705¶582 4¶731¶641 119¶437¶224

業務収益
運営費交付金収益 29¶663¶982 6¶978¶603 5¶221¶245 41¶863¶831 2¶383¶956 44¶247¶787

学生納付金収益 10¶990¶114 8¶419 ` 10¶998¶533 ` 10¶998¶533

附属病院収益 ` ` 29¶500¶404 29¶500¶404 ` 29¶500¶404

受託研究等収益 9¶499¶058 2¶380¶041 613¶999 12¶493¶100 133¶738 12¶626¶838

受託事業等収益 586¶111 86¶422 196¶109 868¶643 144¶097 1¶012¶741

補助金等収益 5¶959¶170 485¶526 284¶500 6¶729¶196 259¶751 6¶988¶948

寄附金収益 2¶382¶801 134¶543 641¶042 3¶158¶387 41¶043 3¶199¶430

施設費収益 620¶174 991 17¶346 638¶512 20¶587 659¶099
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注）１．役員に対する報酬等の支給の基準の概要
一般職国家公務員に準拠し、国立大学法人東北大学役員給与規程及び国立大学法人東北大
学役員退職手当規程に基づき支出しております。

２．教職員に対する給与及び退職手当の支給の基準の概要
一般職国家公務員に準拠し、国立大学法人東北大学職員給与規程及び国立大学法人東北大
学職員退職手当規程に基づき支出しております。
３．常勤・非常勤等の定義について
常勤・非常勤の定義等は、基本的に「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水
準の公表方法等について（ガイドライン）」（総務大臣策定）に準じております。
常勤職員とはガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」
から受託研究費等により雇用する者を除いた職員としております。
非常勤職員とは常勤職員、受託研究等により雇用する者及びガイドラインにおける「派遣
会社に支払う費用」以外の職員としております。
４．支給人員について
報酬又は給与では年間平均支給人員数、退職給付では年間支給人員数としております。

５．退職金相当額を運営費交付金で措置する必要がある役職員への支給額について、内数とし
て上段（ ）で記載しております。
６．上記明細には法定福利費(5¶167¶772千円）、賞与引当金繰入額（178¶815千円）、退職給付引
当金繰入額(該当なし）を含めておりません。
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